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なってきた。激化する資源獲得競争のなかで、日本経済もまたアフリカの資源を必としている。今年五月に横浜で開催された第四回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅣ）にも企業が初めて参画した。において日本政府は対アフリカ援助倍増を約束しただけでなく、企業提案 受入れや特定企業支援ができるよう援助政策の運用方法を改めた。これは資源安全保障という国益にとって重要なこ だが それだけではない。投資の可能性があるところを選定してインフラ建設資金を投入し、きちんと使われ収益を生み出せる借款案件を発掘しようとするものであり、進出地域の社会改善を通じて企業経営の安 化を助けようとするものである。また、なかなか効果に結びつかなかった従来のアフリカ援助 「技術革新」を たらすものでもある。欧米諸国は、いまやアフリカ経済 主役とな た企業と連携して開発援助プログラムを設計することで援助効率の向上を図っている
政府の決断はこのような動きへのキャッチアップであり、設計技術に劣っていた日本の援助 策を進化させる緒ともなりうる。●改善されない貧困問題
　しかしながら、経済成長はしていてもア
フリカの貧困問題はいっこうに改善されていない。一日一ドル未満の所得しかない貧困層はアフリカ総人口の四〇％に達する。資源中心の経済成長がかえって開発を後退させる現象を「資源 呪い」というが、アフリカに限らず世界各地で資源開発が進む二一世紀経済にあっては、資源の呪いを克服する開発装置の創出が求められている。
　資源を軸とした急成長の結果、アフリカ
の産業構造は鉱業中心に変化した。二〇〇六年において製造業部門 シェアは一〇％まで低下し、農業も一八 ・五％だが、鉱業部門は一九％まで拡大している。鉱業が農業を凌駕したのはアフリカ史上初めてである。
　アフリカでは総労働力の半数近くが食糧
穀物生産に従事していると推定されるが、その土地生産性も労働生産性も世界平均の三分の一以下 食糧自給率は都市化の進展とともに一貫して低下しており、現在では北アフリカを含むアフリカ全体で六五％、サブサハラ・アフリカで七五％内外にまで下がっている。労働力の大半を投入していながら、 は食糧自給ができていない。これでは健全な経済成長は望
めない。
　食糧生産力の弱いところでは食糧価格が
高くなり、そうなると、労働者の生活を維持するために賃金が高くなる。事実、一九八〇年代から一貫してアフリカの物価水準と平均賃金はアジアのほぼ倍であった。つまりアフリカには労働に関す 比較優位がない。それゆえアフリカには労働集約産業が興らず雇用が増えない 、経済成長は所得不平等を激化させる。
　アフリカ貧困層の八〇％は農村にいる。
つまり、アフリカの貧困の主病巣は低所得農業にあり、貧困削減のためには食糧生産農業の生産性向上が図られなけ ばならい。食糧生産力が向上すれば輸入を代替して所得が農村にもまわるようにな 、経済成長が貧困削減効果をもつようになるだろう。食糧価格の高騰は食糧輸入代替のチャンスでもある。ＴＩＣＡＤⅣにおいて日本政府が打ち出した「拡大アフリカ稲作振イニシアティブ」はアフリカ開発の正し方向に沿っている。
　資源価格高騰で突如として潤い、いまや
投資獲得に関心を集中させ るアフリカの諸政府は、貧困削減のための経済装置を作ることに政治意欲を発揮す であろうか。アフリカ開発の次なる焦点は、アフリカの政治力学がはたしてそのような政策を志向するかどうかである。
（ひらの 　かつみ／アジア経済研究所地域研究センター）
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